
横浜市の市政と財政運営

©Hideo MORI

平成30年10⽉23⽇



はじめに 〜 選ばれる都市 横浜 〜１
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はじめに 〜 選ばれる都市 横浜 〜

横浜市の⼈⼝

総⼈⼝（※）

⽣産年齢⼈⼝（※）

 最⼤の基礎⾃治体 総⼈⼝ 約374万⼈

 総⼈⼝・⽣産年齢⼈⼝の優位性
全国と⽐較して、将来の減少度合いは緩やか
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(万⼈)

出所︓総務省、住⺠基本台帳⼈⼝H30.1.1より作成

⼈⼝規模は基礎⾃治体として最⼤
市場公募地⽅債発⾏55団体で11番⽬
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はじめに 〜 選ばれる都市 横浜 〜

京急グループ本社ビル
（仮称）

Apple YTC

資⽣堂グローバルイノベーションセンター、
キャタピラージャパン本社なども

横浜進出を決定

㈱ケン・コーポレーション
「Ｋアリーナ」

© ㈱ｹﾝ・ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ

ぴあ㈱「MMアリーナ」（仮称）
© ぴあ㈱

神奈川⼤学・関東学院⼤学が
新キャンパスを開設

世界的企業、⼤学が続々と横浜へ進出

村⽥製作所 みなとみらい
イノベーションセンター

神奈川⼤学 みなとみらいキャンパス（仮称）

２万⼈収容の⼤型アリーナなど
３つの⾳楽ホールの新設
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横浜⾳祭り２０１６

来場者
106万⼈

経済波及効果
35億円

© oono ryusuke

はじめに 〜 選ばれる都市 横浜 〜

ブランド⼒向上や観光振興・賑わいづくり
⽂化芸術の推進

 Dance Dance Dance @ YOKOHAMA 2015

来場者
106万⼈

経済波及効果
54億円

ヨコハマトリエンナーレ 2017

来場者
26万⼈

経済波及効果
35億円

東京バレエ団
photo : Kiyonori Hasegawa

ジョコ・アヴィアント
《善と悪の境界はひどく縮れている》2017

撮影︓⽥中雄⼀郎

ブランド⼒向上や集客・賑わいづくり

（万⼈） （億円）

H29の観光消費額（3,557億円）は、
H23の約1.9倍、過去最⾼を更新

「観光集客実⼈員」及び「観光消費額」の推移
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新たな中期計画（2018〜2021）と平成30年度の主な取組２
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中⻑期的な戦略

基礎⾃治体として市⺠⽣活の安全・安⼼向上を図りながら
横浜の魅⼒アップや活⼒の創出

新たな中期計画へ反映・推進

2030年を展望し、次の世代へ「横浜」をつなぐ６つの戦略

⼈が、企業が集い躍動するまちづくり

新たなステージに挑む

未来を創る強靱な都市づくり未来を創る多様な⼈づくり

成⻑の基盤を⽀える

花と緑にあふれる環境先進都市⼒強い経済成⻑と⽂化芸術創造都市の実現

超⾼齢社会への挑戦

6

※中⻑期的な戦略に取り組むにあたりSDGsを意識するために、戦略ごとにSDGsの17の⽬標との関連性を表⽰



SDGsの視点を踏まえた取組

SDGsの達成に貢献することを通じて、未来都市・横浜を実現

• 2030年に向けた先進国を含む国際社会全体の⾏動計画の具体的な⽬標と
して17のゴールと169項⽬のターゲットが掲げられた（2015年9⽉国連
総会）

• SDGsの基本理念である『誰⼀⼈取残さない』という考えは、基礎⾃治体
にもあてはまるもので、また、17の⽬標は世界都市に共通した普遍的な
課題

• 17の⽬標は、経済・社会・環境の統合的な取組に重点が置かれ、各国政
府・国際機関のほか、地⽅⾃治体、⺠間セクター、市⺠社会など幅広い
関係者の連携を重視

SDGs とは（Sustainable Development Goals）

中期4か年計画2018~2021(原案)で本市が⽰した「中⻑期的な6つの戦略」では、戦略
ごとにSDGsの17の⽬標との関連性を⽰し、17の⽬標すべてに取組む⽅針を⽰した

SDGs実現を意識した中期４か年計画の策定

環境未来都市の取組強化
内閣府より、「SDGs未来都市」（29都市）且つ「⾃治体SDGsモデル事業」

（10事業）として選定（H30.6.15）

公募地⽅債発⾏団体で両⽅に選定された都市は、横浜市、神奈川県、北九州市のみ
7



オープンイノベーションの取組強化
I･TOP横浜︓IoT オープン イノベーション・パートナーズ

（参画企業・団体数 334社・団体 ※30年8⽉末時点）

LIP.横浜 ︓横浜 ライフ イノベーション プラットフォーム
（参画企業・団体数 173社・団体 ※30年8⽉末時点）

戦略的な企業誘致、海外ビジネス⽀援、⽶州事務所開設
Y-PORT事業︓公⺠連携による国際技術協⼒事業

（アジア４都市と覚書締結）

「産･学･官･⾦」が連携して健康・医療分野の
新たな製品・技術・サービスの創出を⽀援

⼒強い経済成⻑と⽂化芸術創造都市の実現

経済の活性化

⽇産⾃動⾞㈱と㈱ディー・エヌ・エー
共同開発中の無⼈運転⾞両による

新たな交通サービス「Easy Ride」の
実証実験

「ものづくり・IT産業の集積」を活かしたIoT等
による新たなビジネスモデル創出を⽀援

廃プラスチック・リサイクル事業（セブ）

LIP.横浜 異分野⼤⼿企業との
マッチングイベント

新興国の都市課題解決と、市内中⼩企業による
海外インフラビジネスを展開
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20街区での新たなＭＩＣＥ施設
「パシフィコ横浜ノース（通称）」整備 2020年春開業

⽂化芸術創造都市の実現

⼒強い経済成⻑と⽂化芸術創造都市の実現

新たな劇場整備の検討・調査
Dance Dance Dance ＠ YOKOHAMA 2018の開催

ラグビーワールドカップ2019TM

東京2020オリンピック・パラリンピック
海外プロモーションの強化（企業誘致、海外誘客 ）

MICEの推進

第６回アフリカ開発会議
「⼥性の社会経済開発改善サイド

イベント」（H28年８⽉）

ラグビーワールドカップ2019TM

東京2020オリンピックの
サッカー競技の会場︓横浜国際総合競技場

東京2020オリンピック
野球・ソフトボール競技の会場︓

横浜スタジアム

ラグビーワールドカップ2019TM

横浜では決勝・準決勝を含む７試合が開催

パシフィコ横浜ノース（通称）

第７回アフリカ開発会議（2019年8⽉28⽇〜30⽇）の開催準備

（９/30まで）
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花と緑にあふれる環境先進都市

ガーデンシティ横浜
〜花や緑による魅⼒・賑わいの創出〜

環境未来都市の取組強化
内閣府により、「SDGs未来都市」、「⾃治体SDGsモデル事業」

として選定（H30.6.15）

ガーデンネックレス横浜2018
みなとエリア

ガーデンネックレス横浜2018
⾥⼭ガーデン

ガーデンネックレス横浜2018
みなとエリアや⾥⼭ガーデンなどで展開

「横浜みどりアップ計画」の推進

全国都市緑化よこはまフェア
（H29年開催）に６００万⼈が来場

マスコットキャラクター
「ガーデンベア」

©ITOON/GN
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特別養護⽼⼈ホームの整備

超⾼齢社会への挑戦

30年度公募から、整備量約600⼈分に倍増

2025年に向けた医療機能の確保
病床機能の確保、在宅医療の充実
ICTを活⽤した地域医療連携の推進

よこはまウォーキングポイント第2期開始
スマートフォン向け歩数計アプリ運⽤開始 H30.4.5〜
歩数計アプリの累計参加者数は21,000⼈を突破（H30.7末時点）

（第１期 参加登録者数30万⼈達成）

スマートフォン向け
歩数計アプリ画⾯

よこはまエンジョイウォーク
11



⼈が、企業が集い躍動するまちづくり

都⼼臨海部の機能強化
関内・関外地区のまちづくり

関東学院⼤学キャンパス
（教育⽂化センター跡地）

横浜⽂化体育館再整備
メインアリーナ施設・サブアリーナ施設

⿃瞰図

横浜⽂化体育館の再整備
（事業契約締結）

教育⽂化センターの跡地活⽤
（事業者を学校法⼈関東学院に決定）

現市庁舎街区の活⽤
（31年1⽉に事業者公募開始予定）

⽶軍施設跡地の利⽤推進

旧上瀬⾕通信施設跡地

旧上瀬⾕通信施設（約242ha）
（⼟地利⽤基本計画の策定等）

旧深⾕通信所（約77ha）
（各施設の基本計画検討の推進等）

国際園芸博覧会の招致
（最速で2026年開催を⽬指す）
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未来を創る多様な⼈づくり

⼦育て環境の充実

⼥性の活躍⽀援

※ 出所︓平成27年国勢調査結果（総務省統計局）

0

20

40

60

80

100
(％)

昭和60年
平成17年
平成22年
平成27年

15 20 25 30 35 40 45 50 55 60 65 70 75
〜 〜 〜 〜 〜 〜 〜 〜 〜 〜 〜 〜
19 24 29 34 39 44 49 54 59 64 69 74
歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

歳
以
上

(⼈)

1,552

※H30申込者数は67,703⼈
（H22⽐ 約1.6倍)

20 8 70 2
0

1,000

2,000

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

63
国家戦略特区制度を活⽤した

公園内保育所整備
（いずみ反町公園保育園
（H29年４⽉開園））

30代後半⼥性の労働⼒率の向上

横浜⼥性ネットワーク会議・ウーマン
ビジネスフェスタの開催
H30年11⽉開催予定（1,500⼈規模）

起業⽀援 創業件数221件
(「F-SUSよこはま」の運営・経営相談、

百貨店の仕⼊れ担当者とのマッチングなど）

M字カーブ改善

統計基準が変更となったが、引き続き、
保育所待機児童ゼロを⽬指す

H30︓新たに2,795⼈分を整備

H22︓59.6%➡H27︓66.2%（＋6.6）
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横浜北線（横⽻線〜第三京浜）
開通（H29.3.18）

横浜環状北⻄線（第三京浜〜東名⾼速）
東京2020オリンピック・
パラリンピックまでに開通（2020年）

未来を創る強靭な都市づくり

⻄⾕〜⽻沢（相鉄・JR直通）31年度開業
⽻沢〜⽇吉 （相鉄・東急直通）34年度開業

横浜環状道路の整備

神奈川東部⽅⾯線の整備

開通時期の約２年前倒しによる
経済効果 約600億円

横浜環状南線、横浜湘南道路（圏央道）
2020年度※開通予定 ※⼟地収⽤法に基づく⼿続きによる

⽤地取得等が速やかに完了する場合

横浜北線

新横浜 ⽻⽥空港︓アクセス向上（40分➡30分）
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未来を創る強靱な都市づくり

横浜港の国際競争⼒の強化
新港９号での客船ターミナルの整備
⼤⿊ふ頭暫定CIQ施設整備
新本牧ふ頭事業化検討、南本牧ふ頭の整備

⼤⿊ふ頭 暫定CIQ施設の整備

新港地区客船ターミナル（仮称）完成イメージ

H29客船寄港数は過去最⾼の178回
H30年もさらなる寄港が⾒込まれる
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平成29年度決算の状況３
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実質収⽀は 72億 7,800万円

市税収⼊は２年連続の増収

市税収⼊は、個⼈市⺠税や法⼈市⺠税、固定資産税の増収などにより、7,271億4,100万円（前年度⽐63億
8,100万円（＋0.9％）増）となり、２年連続の増収

市税収納率は、過去最⾼を更新し、99.2％（前年度⽐0.2ﾎﾟｲﾝﾄ増）

区分 29年度 28年度 増▲減

歳⼊決算額 Ａ 1兆6,869億円 1兆5,397億円 1,472億円

歳出決算額 Ｂ 1兆6,702億円 1兆5,288億円 1,414億円

形式収⽀ Ｃ＝Ａ－Ｂ 166億円 109億円 58億円

繰越財源 Ｄ 94億円 84億円 10億円

実質収⽀ Ｅ＝Ｃ－Ｄ 73億円 25億円 48億円

⼀般会計決算額等の状況

 歳⼊決算額１兆6,868億8,500万円、歳出決算額１兆6,702億3,900万円
 歳⼊決算額から歳出決算額等を差し引いた実質収⽀は72億7,800万円

29年度⼀般会計決算の概要

⼀般会計が対応する借⼊⾦残⾼

 29年度末に３兆1,549億円（前年度末⽐280億円 減）となり、中期４か年計画で掲げた⽬標
（３兆2,000億円以下に縮減）を達成

※項⽬ごとに表⽰単位未満を四捨五⼊しているため、合計等が⼀致しない場合があります。
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市場公募地⽅債発⾏55団体⽐較（H29決算）

財政規模17,052億円（9位）地⽅税収⼊7,271億円（7位）
財政規模

億円

地⽅税収⼊
億円

出所︓各⾃治体公表資料より作成

出所︓各⾃治体公表資料より作成 18
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3,065 2,845 2,793 2,872 2,882 2,911 2,945 2,980 3,002

3,867

1,913 2,146 

3,212
3,258 3,284 3,145 3,171 3,207 3,207 3,248 3,279

3,307

3,393 
2,567

485 515 562 582 582 646 605 546 570

539

1,263 

647 

378 389 416 414 439 435 432 433 419

414
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331 

7,140 7,007 7,055 7,012 7,074 7,200 7,190 7,208 7,271 
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1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 大阪市 名古屋市

個人市民税 固定資産税・都市計画税 法人市民税 その他

8,126

（7,174）
約9割

（5,306）
約7割

7,164

（4,713）
約8割

5,690

横浜市の強み 〜 市税収⼊の構造 〜

市税に占める個⼈市⺠税、固定資産税・都市計画税の割合が⼤きい
主な税⽬別内訳の推移（H21~H30） 他都市（⼤阪市・名古屋市）との⽐較

億円

※横浜市の税収は29年度までは決算、30年度は当初予算時点の実収⾒込額。⼤阪市、名古屋市は当初予算額。
※項⽬ごとに表⽰単位未満を四捨五⼊しているため、合計等が⼀致しない場合があります。

固定資産税・都市計画税

個⼈市⺠税
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＜参考＞市場公募地⽅債発⾏55団体⽐較（H29決算）

「⾃主財源⽐率」は55.7%（13位）「経常収⽀⽐率」は97.9％（41位）

経常収⽀⽐率（財政構造の弾⼒性を⽰す指標で、経常収⽀⽐率が低いほど、財政運営に柔軟性があるといえる。）
％

⾃主財源⽐率（財政運営の⾃主性と安定性を⽰す指標で、⾃主財源⽐率が⾼いほど財政基盤が強固であるといえる。）
％

20

97.9

75.0

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

105.0

東
京
都

岡
⼭
市

島
根
県

浜
松
市

熊
本
市

秋
⽥
県

新
潟
市

福
岡
市

徳
島
県

熊
本
県

佐
賀
県

茨
城
県

札
幌
市

⼤
分
県

静
岡
市

岐
⾩
県

静
岡
県

京
都
府

奈
良
県

⻑
野
県

滋
賀
県

兵
庫
県

栃
⽊
県

福
井
県

広
島
県

岡
⼭
県

千
葉
県

新
潟
県

⼭
梨
県

福
島
県

群
⾺
県

埼
⽟
県

福
岡
県

千
葉
市

宮
城
県

⾼
知
県

さ
い
た
ま
市

⿅
児
島
県

堺
市
⻑
崎
県

横
浜
市

三
重
県

広
島
市

神
奈
川
県

北
海
道

⼤
阪
市

京
都
市

相
模
原
市

仙
台
市

愛
知
県

名
古
屋
市

神
⼾
市

北
九
州
市

川
崎
市

⼤
阪
府

55.7

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100

東
京
都

神
奈
川
県

愛
知
県

⼤
阪
府

千
葉
県

名
古
屋
市

川
崎
市

埼
⽟
県

兵
庫
県

静
岡
県

栃
⽊
県

千
葉
市

横
浜
市

⼤
阪
市

京
都
府

福
岡
市

さ
い
た
ま
市

仙
台
市

広
島
県

茨
城
県

福
岡
県

宮
城
県

岡
⼭
県

群
⾺
県

相
模
原
市

浜
松
市

福
島
県

静
岡
市

神
⼾
市

京
都
市

三
重
県

滋
賀
県

岐
⾩
県

広
島
市

岡
⼭
市

⻑
野
県

徳
島
県

北
九
州
市

⼭
梨
県

新
潟
県

札
幌
市

新
潟
市

熊
本
県

北
海
道

堺
市
福
井
県

⼤
分
県

秋
⽥
県

佐
賀
県

奈
良
県

⻑
崎
県

島
根
県

熊
本
市

⿅
児
島
県

⾼
知
県

出所︓各⾃治体公表資料より作成

出所︓各⾃治体公表資料より作成



2,222 2,169 2,157 2,085 2,069 2,038 2,079 2,091 
3,569 3,624 

1,881 1,873 1,859 1,824 1,796 1,875 1,866 1,877 

1,850 1,915 
2,695 3,439 3,915 3,832 4,002 4,159 4,377 4,535 

4,694 4,873 2,955 
2,617 2,450 2,586 2,475 2,372 2,403 2,426 

2,473 2,517 
1,929 1,836 1,852 1,914 1,908 1,903 1,869 1,925 

1,969 1,896 

2,031 1,670 1,667 1,856 1,736 1,835 
2,360 2,290 

1,904 
2,474 
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H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

⼈件費 公債費 扶助費 ⾏政運営費 繰出⾦ 施設等整備費

13,714 13,604 13,899
14,097 13,986 14,182

14,955 15,143

⼀般会計歳出予算額（性質別）の推移

義
務
的
経
費
︵
扶
助
費
＋
公
債
費
＋
⼈
件
費
︶

義務的経費が年々増加

※ 各年度当初予算額
※ 25年度の⾏政運営費は、⼟地開発公社負担⾦1,383億円を除く。
※ 29年度の⼈件費は、県費負担教職員の本市移管に伴う増額分（1,490億円）を除いた場合、2,079億円で対前年度⽐0.6％減となる。
※ 29年度、30年度の⼈件費は、県費負担教職員の本市移管に伴う増額分を含む数値。

道府県から政令市へ個⼈住⺠税所得割2%が税源移譲されたことにより対応。

億円

16,459
17,300
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施策の推進と財政の健全性の維持の両⽴

横浜⽅式のプライマリーバランスの均衡確保

均衡を確保 ⾚ 字 ⿊ 字
▲250億円程度/年 ＋250億円程度/年

=
4年間全体のPBの合計 30・31年度のPB 32・33年度のPB

30・31年度の市債活⽤額
（1,700億円程度/年）

32・33年度の市債活⽤額
（1,250億円程度/年）

市債
発⾏額

その他の
歳⼊

プライマリーバランス（国）

国債
発⾏額

その他の
歳⼊

歳⼊ 歳出

利払い分だけ残⾼が増加

横浜⽅式のプライマリーバランス
歳⼊ 歳出

横浜⽅式のプライマリーバランスの
範囲内での計画的な市債活⽤により

実質的な市債残⾼を増やさない

元⾦
償還額

その他の
歳出

元⾦
償還額

その他
の歳出

利払額

30年度から33年度までの4年間全体で、均衡を確保する⽅向

利払額

236
127 134

57
121

3

▲ 188

▲ 25

65

▲ 252▲ 300

▲ 200

▲ 100

0

100

200

300

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

横浜⽅式のプライマリーバランスの推移（H21〜H33）
億円

※30年度までは当初予算対⽐、31年度以降は⾒込み
※三セク債は考慮していない

４年間で均衡を確保

22



※29年度までは決算、30年度は当初予算額
※「財源対策のための地⽅債」︓臨時財政対策債、減収補てん債を計上

施策の推進と財政の健全性の維持の両⽴

財源対策のための地方債

建設地方債

⼀般会計市債発⾏額推移
⼀般会計市債発⾏額推移（H21〜H33）

億円

三セク債

1,279 1,282 1,234
1,368 1,396

1,607
1,509 1,490

1,716

760 
582 574 708 

542 
726 

1,067 1,019 889 
1,186 

519 
700 660 

660 
740 

670 

540 
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601 

530 

1,372 

0
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3,000
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建設地方債 財源対策のための地方債 三セク債

2,654
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25,000

30,000

35,000

40,000

H15 H20 H26 H27 H28 H29 H30 H33

※29年度までは決算、30年度は当初予算時点の⾒込額に29年度３⽉補正を反映

32,313

施策の推進と財政の健全性の維持の両⽴

⼀般会計が対応する借⼊⾦残⾼の管理
⼀般会計が対応する借⼊⾦残⾼【30年度末⾒込み】３兆1,700億円
33年度末に、29年度末残⾼以下（約3兆1,400億円程度）にする⽅向

億円

0

31,830 31,549
31,700

（⾒込み）

29年度末残⾼以下
（約３兆1,400億円程度）

にする⽅向

33年度末残⾼

39,617

35,842

32,725
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％
＜参考＞本市の将来負担⽐率・実質公債費⽐率の推移

各種財政指標 〜市場公募地⽅債発⾏55団体⽐較（H29決算）〜

将来負担⽐率 実質公債費⽐率

H25 198.7 % 15.4 %

H26 182.5 % 16.9 %

H27 175.6 % 17.0 %

H28 160.7 % 16.5 %

H29 145.6 % 13.3 %

（参考）
早期健全化

基準
400.0 % 25.0 %

健全化判断⽐率（将来負担⽐率・実質公債費⽐率）の分布

「横浜市将来にわたる責任ある財政運営の推進に関する条例（平成26年6⽉制定）」
の趣旨を踏まえ、「施策の推進」と「財政の健全性の維持」を両⽴

将来負担⽐率︓145.6％
実質公債費⽐率︓13.3％

横浜市

％
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減債基⾦残⾼の推移

将来の満期⼀括償還に備えた着実な積⽴
引き続き償還額は多いものの、返済資⼒を⼗分に確保（30年度末⾒込 1,271億円）

 減債基⾦残⾼の推移（H1〜H30）
（億円）

市債償還に⽀障のないよう、期⽇どおりの償還確実性（タイムリーペイメント）を確実に担保

※29年度までは決算、30年度は当初予算時の⾒込数値
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統⼀的な基準による財務書類の整備促進について

統⼀的な基準による財務書類の公表と活⽤

27

財政状況の「⾒える化」
による透明性・客観性の確保

公共施設の
マネジメントの推進

保有資産の
有効活⽤の推進

連携連携

連携

29年度決算は、⼀般会計、16の特別会計、全会計、外郭団体等を含む
連結財務書類のすべての財務書類を決算審査にあわせて公表

27年１⽉の、 国による、統⼀的な基準による財務書類等の整備促進の要請に基づき、
28年度決算より統⼀的な基準による財務書類を作成・公表

決算審査にあわせて議会に提出・公表することで、本市財政の透明性・客観性を
⾼める

http://www.city.yokohama.lg.jp/zaisei/org/zaisei/zaimusyohyou/詳しくは



 経常費⽤

 業務費⽤

 移転費⽤

5,599億円

8,258億円

 経常収益 1,132億円

 純⾏政コスト（▲） ▲1兆2,720億円

 使⽤料及び⼿数料

 その他

475億円

657億円

純経常⾏政コスト ▲1兆2,725億円

1兆3,857億円

 事業⽤資産   地⽅債

 インフラ資産   その他
 その他

 １年以内償還予定
 地⽅債
 その他

 現⾦預⾦
 財政調整基⾦
 その他

固定負債

9,102億円

189億円

174億円

資産 9兆4,279億円 負債 2兆7,651億円

流動負債 1,358億円

71億円

2,230億円

131億円

1,169億円

376億円

純資産 6兆6,628億円

流動資産

固定資産 9兆3,903億円 2兆6,293億円

2兆5,127億円

5兆9,674億円

2兆4,063億円

平成28年度決算 ⼀般会計 財務書類の概要

統⼀的な基準による財務書類の公表と活⽤

貸借対照表
（平成29年3⽉31⽇現在）

固定資産のうち、
約7割が道路・橋りょうなどのインフラ資産、
約3割が学校、市営住宅、市⺠利⽤施設などの
事業⽤資産

⾏政コスト計算書
（平成28年4⽉1⽇〜平成29年3⽉31⽇）

経常費⽤のうち、
約4割が⼈件費や物件費などの業務費⽤、
約6割が社会保障給付などの移転費⽤
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統⼀的な基準による財務書類の活⽤について

統⼀的な基準による財務書類の公表と活⽤

29

28年度財務書類の他都市⽐較（旧５⼤市等）
分析の視点は、国の「地⽅公会計の活⽤の促進に関する研究会報告書」（30年3⽉）に⽰された「指標
等による分析」の内容を踏まえた内容（会計区分は「⼀般会計等」を使⽤）
資産形成度 ➤将来世代に残る資産はどのくらいあるか

持続可能性（健全性） ➤どのくらい借⾦があるか

◆住⺠⼀⼈当たり資産額 ◆歳⼊額対資産⽐率 ◆有形固定資産減価償却率

◆住⺠⼀⼈当たり負債額 ◆基礎的財政収⽀ ◆債務償還可能年数

横浜市
262万円

名古屋市

162万円

川崎市
215万円

京都市
260万円

神戸市
252万円

横浜市
23.5年

名古屋市
34.1年

川崎市
32.1年

京都市
44.6年

神戸市
15.1年

横浜市
54.6%

川崎市
60.1%

京都市
61.3%

神戸市
65.5%

横浜市
75.7万円

名古屋市
82.6万円

川崎市
76.3万円

京都市
114.1万円

神戸市
88.4万円

横浜市
450億円

名古屋市
770億円

川崎市
116億円

京都市
42億円

神戸市
333億円

名古屋市
66.7%

横浜市
5.73年

名古屋市
3.07年

京都市
4.18年

神戸市
4.24年

5都市中１位 5都市中１位 5都市中１位

5都市中１位 5都市中２位 5都市中２位

川崎市
4.66年



統⼀的な基準による財務書類の活⽤について

統⼀的な基準による財務書類の公表と活⽤

30

29年度決算財務書類からは、前年度との増減⽐較を新た
に⾏うなど、更なる財政状況の「⾒える化」をすすめる

http://www.city.yokohama.lg.jp/zaisei/org/zaisei/zaimusyohy
ou/pdf/28zaisei-tatoshihikaku.pdf

H28他都市⽐較
詳しくは

世代間公平性 ➤将来世代と現世代との負担の分担は適切か ⾃⽴性 ➤受益者負担の⽔準はどうなっているか

効率性 ➤⾏政サービスは効率的に提供されているか

◆純資産⽐率 ◆社会資本等形成の世代間負担⽐率 ◆受益者負担の割合

◆住⺠⼀⼈当たり⾏政コスト

横浜市
71.1%

名古屋市
49.0%

川崎市
64.5%

京都市
56.1%

神戸市
64.9%

横浜市
29.9%

名古屋市
56.7%

川崎市
37.1%

京都市
50.1%

神戸市
37.7%

横浜市
8.8%

名古屋市
9.4%

川崎市
7.5%

京都市
4.9%

神戸市
9.8%

横浜市
31.5万円

名古屋市
35.7万円

川崎市
31.2万円

京都市
41.1万円

神戸市
36.0万円

5都市中１位 5都市中１位 5都市中３位

5都市中２位



起債⽅針・市場公募債発⾏計画４
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市場重視の起債運営を徹底

H27
〜H30

国債
横浜市債
（地方債）

政府
保証債

財投
機関債

金融債

0% 0% 0% 10% 20%

横浜市 市場公募債における「市場との対話」の歩み

H15
H16

H22
H25

20年市場公募債を発⾏（⾃治体初）

個別条件決定⽅式移⾏
（⾃主⾃⽴）
 市場との対話を重視

した起債運営を開始

第三セクター等改⾰推進債を発⾏
 ５年市場公募債で700億円発⾏

市場公募定時償還債発⾏推進
（10年・15年・20年・30年
計2,000億円）

依頼格付け取得（市場公募団体初）
 市場からの信頼、評価を獲得

格付け・リスクウェイト

H18

全ての年限・起債で主幹事⽅式を確⽴
 スプレッド・プライシング

及び均⼀価格リリース採⽤

A1 / 安定的

A1 / 安定的

A1 / 安定的

A1 / 安定的

⽇本国債

横浜市

政令市8団体

都道府県4団体

⽇本国債と同等の格付け

ムーディーズ社による地⽅⾃治体の格付け状況 BISリスクウェイト
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350

950

1,970

4,900

7,600

6,750

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

H25 H26 H27 H28 H29 H30上半期

10y 15y 20y 25y 30y

年限 回号 発⾏額 利率 条件決定⽇
（平均残存年数）

30年 #11 100億円 1.048% H27.11.27（15.25年）
⇒全国2例⽬、100億円規模としては初の30年定時償還債

20年 #34 100億円 0.190% H28.6.15（10.25年）
⇒本市として2年限⽬、初の20年定時償還債

30年 #12 100億円 0.230% H28.7.6（15.25年）
30年 #13 150億円 0.556% H28.11.16（15.25年）

⇒先⾏⽔準に捉われず先⾏団体対⽐+5bpの⽔準にて起債
20年 #36 100億円 0.305% H28.12.8（10.25年）
20年 #37 100億円 0.563% H29.1.27（13.47年）

⇒3年限⽬、公募地⽅債初のテールヘビー型の定時償還債
15年 #1 100億円 0.225% H29.6.8（7.75年）

⇒4年限⽬、全国2例⽬となる15年定時償還債
30年 #14 100億円 0.728% H29.7.13（15.25年）
30年 #15 200億円 0.690% H29.10.5（15.25年）
30年 #16 100億円 0.700% H29.12.7（15.25年）
15年 #2 300億円 0.232% H30.4.11（7.75年）
10年 H30#3 150億円 0.104% H30.7.6（5.5年）

⇒5年限⽬、本市としては初の10年定時償還債
15年 #3 200億円 0.230% H30.7.13（8.00年）

⇒⑪と合わせ、上半期で500億円の15年定時償還債を起債
30年

#17 200億円 0.752% H30.8.3（15.25年）

＜参考＞30年度上半期までの市場公募定時償還債の
発⾏状況と本市起債実績

全国の市場公募定時償還債の発⾏額推移 本市の定時償還債実績︓2,000億円（H27〜H30上半期）
億円

横浜市債

1

2

3

4

5

7

8

6

9

10

1

3

2

6
5

4

8

7

10
9

11

12

13

14

11
13
12

14
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横浜市 市場公募債における「市場との対話」の歩み

基本的な考え⽅
⾦利環境に
応じた丁寧な
マーケティング

現在の低⾦利環境下に
おいては、スプレッド・
プライシング⽅式を基本と
しつつ絶対値プライシング
⽅式を併⽤

※中期債︓１年超10年未満の債券 超⻑期債︓10年超の債券（ただし、15年定時償還債を除く）

発⾏計画と実績

投資家⽬線を踏まえた丁寧な起債運営を徹底

30年度︓2,200億円発⾏（前年度⽐+700億円）
（単位︓億円）

全年限「主幹事⽅式
（均⼀価格リリース⽅式）」
を継続し、幅広い投資家層
との対話を通じた
適切な販売を⽬指す

4⽉ 5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉ 3⽉ 年度合計

中期債

10年債

超⻑期債

15年定時償還債

フレックス枠

2,200

500

600

700

200

200

300
（30定）

100
（20満）

200

100100

600（うち400億円を発⾏済み） 残200

150

300

100 150
(10定)

200
（30定）

100
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＜参考＞ 30年度市場公募債発⾏実績

今年度の発⾏実績

条件決定日 銘柄
年限

（平残）
発行額 表面利率

発行価格
（100円につき）

応募者利回り
（単利）

発行日 償還日

H30.4.6 平成30年度第1回公募公債 10 150 億円 0.195% 100.00円 0.195% H30.4.17 H40.4.17

H30.4.6 第40回20年公募公債 20 100 億円 0.559% 100.00円 0.559% H30.4.17 H50.4.16

H30.4.11 第2回15年公募公債（定時償還）
15

（7.75） 300 億円 0.232% 100.00円 0.232% H30.4.20 H45.4.20

H30.5.16 第48回5年公募公債 5 100億円 0.030% 100.00円 0.030% H30.5.25 H35.5.25

H30.6.13 平成30年度第2回公募公債 10 100億円 0.210% 100.00円 0.210% H30.6.22 H40.6.22

H30.7.6 平成30年度第3回公募公債（定時償還）
10

（5.5） 150億円 0.104% 100.00円 0.104% H30.7.18 H40.7.18

H30.7.13 第3回15年公募公債（定時償還）
15

(8.0) 200億円 0.230% 100.00円 0.230% H30.7.25 H45.7.25

H30.8.3 第17回30年公募公債（定時償還）
30

（15.25） 200億円 0.752% 100.00円 0.752% H30.8.14 H60.8.14

H30.10.5 第49回5年公募公債 5 100億円 0.020% 100.00円 0.020% H30.10.17 H35.10.17

H30.10.5 平成30年度第4回公募公債 10 200億円 0.289% 100.00円 0.289% H30.10.17 H40.10.17

H30.10.5 第18回30年公募公債（定時償還）
30

（15.25） 300億円 0.752% 100.00円 0.752% H30.10.17 H60.10.16
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おわりに

©Hideo MORI

横浜市トップページ http://www.city.yokohama.lg.jp/

http://www.city.yokohama.lg.jp/zaisei/sisai横浜市債トップページ

横浜市債に関するご連絡先 横浜への進出・⽴地に関するご連絡先

横浜サポーターズ寄附⾦（ふるさと納税）トップページ http://www.city.yokohama.lg.jp/zaisei/kifu/

横浜市財政局財政部財源課市債係
〒231-0017 神奈川県横浜市中区港町1-1 市庁舎4階
電話︓ 045-671-2240
Fax︓ 045-664-7185
Email︓ za-sisai@city.yokohama.jp

横浜市東京プロモーション本部
〒100-0014
東京都千代⽥区永⽥町2-13-10 プルデンシャルタワー3階
電話︓ 03-5501-4802（経済局企業誘致・⽴地課）
Fax︓ 03-3597-6265
Email︓ ke-tokyo@city.yokohama.jp

ご不明な点等ございましたら、お気軽にお問合せください。




